
  

１．平成23年3月期第１四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日） 

  

22年3月期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半
期純損失であるため記載しておりません。 
  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

   期末配当は今後業績動向を見極めつつ検討することとしており、現時点では未定であります。 
  

３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無  
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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年3月期第１四半期  17,106  13.0  33  －  153  －  24  －

22年3月期第１四半期  15,144  △3.6  △241  －  △120  －  △89  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年3月期第１四半期  －  41  －  41

22年3月期第１四半期  △1  49  －  －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年3月期第１四半期  58,630  31,317  49.9  493  76

22年3月期  63,121  31,861  47.1  502  03

（参考）自己資本 23年3月期第１四半期 29,228百万円 22年3月期 29,719百万円

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年3月期 －  － 5 00 － － 5 00  10  00

23年3月期 －  －

23年3月期（予想） 5 00 － －  － －  －  －

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  30,000 △2.3  300  －  450  －  250  －  4  22

通期  67,500 △4.0  1,200 24.8  1,400 16.3  700 22.8  11  83



４．その他（詳細は、［添付資料］P.3「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規   －社 （社名）                   除外   －社  （社名） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  

  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開

示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。  

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）３ページの

「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。   

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期１Ｑ 65,962,988株 22年3月期 65,962,988株

②  期末自己株式数 23年3月期１Ｑ 6,767,085株 22年3月期 6,764,513株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期１Ｑ 59,197,104株 22年3月期１Ｑ 59,800,993株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日まで）におけるわが国経済は、景気

は緩やかに回復しつつあるものの、公共投資・民間設備投資・雇用環境等に関しては、依然として厳しい状況が続

いております。 

 当社グループの事業に大きく関係する情報通信分野では、光アクセスを活用したブロードバンドサービスや携帯

電話をはじめとするモバイルサービスが拡がりを見せている一方で、価格面での競争は激しさを増し、厳しい受注

環境が続いております。 

 そうした状況の中、当社グループは通信建設事業を中心に受注・売上の拡大に注力し、その結果、当第１四半期

連結会計期間の業績につきましては、受注高は179億66百万円（前年同期比105.8％）、売上高は171億6百万円（前

年同期比113.0％）となりました。利益面では販売費及び一般管理費の低減に努め、営業利益は33百万円（前年同

期は2億41百万円の損失）、経常利益は1億53百万円（前年同期は1億20百万円の損失）、四半期純利益は24百万円

（前年同期は89百万円の損失）となりました。 

 なお、当社グループの業績の特性は、第４四半期の売上高の割合が大きいのに対し、間接原価等の共通経費は１

年を通じて恒常的に発生することから、第１四半期から第３四半期までは売上高に対する費用負担が大きくなる傾

向があります。 

当第１四半期連結会計期間における事業セグメント別の概況は次のとおりであります。 

  

【セグメント別の概況】 

① 通信建設事業 

  移動通信関連工事が堅調に推移したことや、自治体等の通信設備工事の受注もあり、受注高は前年同期に比べて 

増加しました。売上高も大型工事の完成等により、前年同期に比べて増加しました。一方、利益面では、受注単価

低下の影響や原価率が高い工事の完成などもあって原価率が上昇し営業損失となりました。 

  

② 情報サービス事業 

 企業等の情報投資が抑制される中で、受注高・売上高確保に努めましたが、売上高は前年同期に比べて横ばいと

なり、受注単価の低下等の影響により営業損失となりました。 

  

③ 住宅不動産事業 

  マンション販売において、前年度からの繰越物件を当四半期に販売したことで、受注高・売上高ともに前年同期

に比べて増加し、営業利益は黒字化しました。 

  

④ ビジネスサポート事業 

 半導体製造装置の設置・保守事業、人材派遣事業、リース事業等で受注高・売上高の確保に努めた結果、計画通

り推移しており、営業利益も確保しました。 

  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産） 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて、現金及び預金が19億72百万円増加しましたが、売上債権の回収が進ん

だことにより受取手形・完成工事未収入金等が63億41百万円減少した結果、38億27百万円減少の312億50百万円と

なりました。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、有形固定資産が減価償却等により1億94百万円、株価下落等により投

資有価証券が6億78百万円減少した結果、6億63百万円減少の273億80百万円となりました。 

  

（負債） 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて、支払手形・工事未払金等が22億42百万円、短期借入金が15億11百万

円、賞与引当金が5億43百万円減少した結果、42億57百万円減少の144億60百万円となりました。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、長期借入金が2億99百万円、退職給付引当金が31百万円増加した結

果、3億11百万円増加の128億52百万円となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



  

（純資産） 

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、配当金2億96百万円の支払、その他有価証券評価差額金が2億18百万

円減少した結果、5億44百万円減少の313億17百万円、自己資本比率は49.9％となりました。 

  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

現時点では、平成22年5月14日に公表しました平成23年3月期の連結業績予想に変更はありません。 

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

② 棚卸資産の評価方法 

 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

③ 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。 

④ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっ

ております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

 これによる営業利益、経常利益及びセグメント情報に与える影響は軽微であり、税金等調整前四半期純利益は19

百万円減少しております。 

  

  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,328 4,355

受取手形・完成工事未収入金等 17,795 24,137

リース債権及びリース投資資産 2,344 2,253

有価証券 181 40

未成工事支出金 185 228

仕掛品 34 16

仕掛販売用不動産 892 318

販売用不動産 1,544 1,879

商品 100 93

材料貯蔵品 821 788

繰延税金資産 478 650

その他 613 412

貸倒引当金 △70 △96

流動資産合計 31,250 35,077

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,726 4,804

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 2,357 2,483

土地 8,628 8,628

貸与資産（純額） 201 191

建設仮勘定 0 －

有形固定資産合計 15,913 16,107

無形固定資産 771 753

投資その他の資産   

投資有価証券 7,548 8,227

長期貸付金 123 141

繰延税金資産 1,762 1,569

その他 1,407 1,394

貸倒引当金 △146 △149

投資その他の資産合計 10,695 11,182

固定資産合計 27,380 28,043

資産合計 58,630 63,121



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 7,148 9,391

短期借入金 4,302 5,813

リース債務 33 32

未払法人税等 57 305

未成工事受入金 206 204

賞与引当金 828 1,371

役員賞与引当金 － 30

工事損失引当金 20 14

その他 1,863 1,553

流動負債合計 14,460 18,718

固定負債   

長期借入金 7,065 6,766

リース債務 41 37

退職給付引当金 4,331 4,299

役員退職慰労引当金 378 396

その他 1,035 1,041

固定負債合計 12,852 12,541

負債合計 27,313 31,259

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,676 5,676

資本剰余金 4,425 4,425

利益剰余金 20,749 21,021

自己株式 △2,209 △2,208

株主資本合計 28,641 28,914

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 586 805

評価・換算差額等合計 586 805

新株予約権 186 186

少数株主持分 1,902 1,956

純資産合計 31,317 31,861

負債純資産合計 58,630 63,121



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高   

完成工事高 12,618 14,305

兼業事業売上高 2,526 2,800

売上高合計 15,144 17,106

売上原価   

完成工事原価 11,553 13,107

兼業事業売上原価 2,199 2,401

売上原価合計 13,752 15,509

売上総利益   

完成工事総利益 1,064 1,198

兼業事業総利益 327 398

売上総利益合計 1,391 1,597

販売費及び一般管理費 1,632 1,563

営業利益又は営業損失（△） △241 33

営業外収益   

受取利息 4 3

受取配当金 91 94

受取賃貸料 22 31

持分法による投資利益 26 －

その他 39 71

営業外収益合計 184 201

営業外費用   

支払利息 39 32

持分法による投資損失 － 4

賃貸費用 － 23

その他 24 19

営業外費用合計 63 80

経常利益又は経常損失（△） △120 153



（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

特別利益   

前期損益修正益 0 0

固定資産売却益 0 1

投資有価証券売却益 － 1

貸倒引当金戻入額 11 29

工事契約会計基準の適用に伴う影響額 112 －

特別利益合計 125 33

特別損失   

前期損益修正損 6 4

固定資産処分損 0 12

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 18

その他 0 6

特別損失合計 7 42

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2 144

法人税、住民税及び事業税 49 44

法人税等調整額 133 115

法人税等合計 183 160

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △16

少数株主損失（△） △95 △40

四半期純利益又は四半期純損失（△） △89 24



 該当事項はありません。  

  

  

【事業の種類別セグメント情報】  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年６月30日）   

（注）１ 事業区分の方法  

     事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案しております。 

   ２ 各事業区分に属する主要な内容  

    (1) 通信建設事業・・・・・・・電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事業 

    （2）情報サービス事業・・・・・情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事業  

    （3) 住宅不動産事業・・・・・・マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業 

     (4）リース他事業・・・・・・・リース・レンタルに関する事業、半導体製造装置等の設置・保守サービス及び通信機 

                   器・ＯＡ機器の製造・販売・修理他 

   ３ 「工事契約に関する会計基準」  

     「四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会 

     計期間から「工事契約に関する会計基準」を適用しております。これに伴い、従来の方法に比べ、通信建設事業では 

     売上高が1,705百万円増加し、営業損失は7百万円増加しております。情報サービス事業では売上高が22百万円増加し、 

     営業損失は1百万円減少しております。また、リース他事業では売上高が48百万円減少し、営業損失は2百万円減少し 

     ております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

  

【海外売上高】 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  海外売上高が連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載しておりません。 

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報

  

  

  

通信建設 

事業 

（百万円） 

情報 

サービス

事業 

（百万円）

住宅不動産

事業 

（百万円）

リース他 

事業 

（百万円）

計 

（百万円） 

消去又は 

全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

売上高  

(1)外部顧客に対する売上

高 

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 

 

 

 

 

12,618

16  

879

0

 274

0

 1,372

443

 

 

 

15,144

460

 

 

(460) 

－  

 

15,144

－

計  12,634  879  274  1,816  15,604 (460)  15,144

営業利益又は営業損失(△)  △185  △39  △5  △23  △252  11  △241



【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて主に国内での包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「通信建設事

業」、「情報サービス事業」、「住宅不動産事業」及び「ビジネスサポート事業」の４つを報告セグメントとして

おります。 

 「通信建設事業」は、電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事業を行

っております。 

 「情報サービス事業」は、情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事業

を行っております。 

 「住宅不動産事業」は、マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業を行

っております。 

 「ビジネスサポート事業」は、半導体製造装置等の設置・保守サービス、通信機器・ＯＡ機器の製造・販売・修

理、並びにリース・レンタルを通して車両・事務機器等の調達の支援他、ビジネスのサポートに関する事業を行っ

ております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年６月30日） 

（単位：百万円）

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額11百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。

  ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。 

  

  

 該当事項はありません。  

  報告セグメント 

合計 
調整額 

（注）  

四半期連結

損益計算書

計上額 
    

通信建設 

事業 

情報 

サービス 

事業 

住宅不動産

事業 

ビジネス 

サポート

事業 

売上高               

(1)外部顧客への売上高  14,305  880  490  1,428  17,106 －  17,106

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 15  0  0  414  430  △430 － 

計  14,320  880  491  1,843  17,536  △430  17,106

セグメント利益又は損失(△)  △24  △34  14  65  21  11  33

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

  

 受注高、売上高及び受注残高の状況 

  

① 受注高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

② 売上高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

③ 受注残高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

４．補足情報

  前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成21年６月30日 至平成22年６月30日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  14,105  83.1  14,689  81.8  584  104.1

情報サービス事業  1,061  6.2  1,138  6.3  77  107.3

住宅不動産事業  320  1.9  491  2.7  170  153.3

ビジネスサポート事業  1,497  8.8  1,646  9.2  149  110.0

計  16,984  100.0  17,966  100.0  982  105.8

  前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成21年６月30日 至平成22年６月30日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  12,618  83.3  14,305  83.6  1,687  113.4

情報サービス事業  879  5.8  880  5.1  1  100.2

住宅不動産事業  274  1.8  490  2.9  216  179.2

ビジネスサポート事業  1,372  9.1  1,428  8.4  55  104.1

計  15,144  100.0  17,106  100.0  1,961  113.0

  前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成21年６月30日 至平成22年６月30日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  11,826  83.0  8,289  74.6  △ 3,537  70.1

情報サービス事業  282  2.0  374  3.4  92  132.5

住宅不動産事業  86  0.6  248  2.2  161  285.8

ビジネスサポート事業  2,056  14.4  2,199  19.8  143  107.0

計  14,252  100.0  11,112  100.0  △ 3,140  78.0
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